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大阪市西成区は，あいりん地域，釜ヶ崎と呼ばれる日雇労働者街，日本最大の同和地区，在日コリアンや沖縄県出身者

の集住，高齢単身者，障害者，野宿生活者の多住，そして零細商工業混在の木造住宅密集地区という，都市問題，社会問

題の極めて厳しい側面を複雑に有したインナーシティである。本研究の目的はこうしたインナーシティでの新たなまちづ

くりの特徴を以下の 3つの素材から考察することにある。①現代に転回するまちづくりの基礎となる西成区の戦後のまち
づくりのプロセスとその系譜，②全市的な野宿生活者問題の認知がうながしたあいりん地域での新たなまちづくりの運動

の系譜，そして③新しいまちづくりの動きの実態分析および評価から構成される。 
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Nishinari ward in Osaka city intricately fills with, as an inner-city, the very severe side of an urban social problem, that is, 
day laborers district of Airin (Kamagasaki), Dowa District, Korean and Okinawan origin people, single aged, handicapped, 
disabled and homeless people under the mixed land used, low standard residential conditions. In this research, there are three 
purposes. Firstly, demonstrating the historical characteristics of urban rejuvenation of Nishinari ward in terms of software and 
hardware aspect. Secondly, tackling the pioneering rejuvenation practice in Airin area, and illustrating our practice up-to-dated 
under common recognition that the homeless issues are becoming the real urban problem among the Osaka-wide affairs in the 
changing urban scenes of the prevailing homeless people residence not exclusively in Airin but also in the ordinary urban area. 
Thirdly, assessing the on-going rejuvenation works in terms of its outcome with trial and error. 

 

1．はじめに 
1995年に鳥取県米子市のある市民が，娘の結婚相手が
西成区に住んでいるという理由で，西成区役所に身元調

査を依頼する「結婚身元調査依頼差別事件」が起こった。

また 1996 年 3 月，大阪市西成区の中学生たちが，愛読
していた少女向け漫画雑誌「別冊フレンド」の大阪を舞

台設定とした連載で，あるページのコマ外に西成に対し

て地域差別を助長すると思われるコメントを見つけ，教

師に訴える出来事があった。特にこの後者の事件は，そ

の後西成区民全体を立ち上げる契機となる。結局は西成

区民全体が見逃すことのできない問題として，雑誌社へ

の謝罪などを訴える大きな動きへとつながっていった。 
1996年におこったこの事件は，後述するが，あいりん地
域注 1)，同和地区の問題，在日外国人問題，そして増大し

始めていた野宿生活者の問題とも重層し，区全体のまち     
づくり運動を盛り上げるひとつのきっかけとなった。 

     

もともと非戦災木造密集住居の多い地区でもあるため，

物理的な住環境の劣悪さに加え，西成区が抱える人権問

題，社会問題の実態を見事に露呈する一連の事件は，大

阪インナーシティの中で，問題解決の緊急度の最も高い

地区との認識をますます新たにした。とともに，野宿生

活者の問題の噴出も契機として，３つの新しいスタイル

のインナーシティにおけるまちづくり運動を近年急速に

進展させることになる。①1998年 3月，同和対策特別措
置法以降続いた，30 年間にわたる特別措置法切れ後の，
部落解放運動体の新なまちづくり運動が展開しはじめた

こと，②あいりん地域における，旧来からの労働組合や

宗教団体中心の運動が，1999年 6月の NPO釜ヶ崎支援
機構の設立を契機に，行政と連携した体制が初めて確立

し，公的政策が曲がりなりにもスタートし始めたこと，

③あいりん地域でのまちづくりといった，従来想定もさ

れなかったような新しい試みが，様々なボランティアや
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NPOの運動体から育ち始めたことである。もともとさま
ざま人的，物的な社会資源が存在しながら，全体として

みれば十全に機能していなかった仕組みが，著しく改善

されつつある。そのきっかけは野宿生活者問題に対する

運動の盛り上がりであり，結実は 2002 年 7 月に成立した

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法である。

この機において，全市的な問題として野宿生活者問題を

認知させながら，同時にあいりん地域や西成でのまちづ

くりを実践してゆくこと，またその実践を広く伝えてゆ

くことが，今大阪市にとって極めて重要な課題となった。 

本研究では，いずれの運動にも実践的に関わっている

筆者らの体験も踏まえ，西成というインナーシティのま

ちづくりが今までどのような歴史や特徴を有したかの系

譜を踏まえ，現在ホームレス問題を受けて新たなステー

ジにまちづくりを展開させている現状の分析，政策評価

をおこない，ホームレスに関する特別措置法のもと，こ

うした運動をどう実り豊かに実践してゆくかを考察する。 
 

2．西成区を中心としたインナーシティの経済社会的現況 
2.1 町丁別分布地図からみた西成区の状況 
図 2-1は，いくつかの経済社会的指標による，1995年
センサス・データの大阪市の町丁別分布を図示した。西

成区を中心に見てゆくと，まず人口密度が高く，特にあ

いりん地域を抱える区内北東部のそれは市内でもトップ

クラスの密集居住であることがわかる。高齢単身世帯率

について，生野区，阿倍野区，西成区が高い中，やはり

西成区内北東部は市内で最も高い地区となり，その範囲

もかなり広がっているといえよう。失業者率に至っては，

西成区に接する浪速区南部と西成区全域は，市内の中で

も突出して高くなっている状況がはっきりと見て取れる。 
大阪市人口全体に占める外国人比率は 3.9%であり，と
くに外国人比率が高い区は，生野区 23.5％，東成区
10.1％そして西成区 5.1％の順である。2000年 3月値で
は，西成区で，在日韓国・朝鮮人が 6,751 人，中国人が
580 人で，この外国人率は西成区の中でも北西部に偏っ
ているとともに，数は正確にはつかめないが，区内中部

には，沖縄出身者の集住もまたみられる。このように西

成区は，こうした人々の集住地区の一つとなっている。 
住宅面でみると，一人当たりの居住面積が西成区全域

において，市内で最も狭小であることが図 2-1 で如実に

示されている。建物構造的にも，もっとも老朽化が進ん

でいると思われる民間アパート，いわゆる木賃アパート

の集積が特に西成区に高く見られ，また民営借家長屋率

も生野区や東成区，東住吉区などと並んで，西成区でも

高い地区が存在することがわかる。また，1970年以前建
設された家屋が西成区では 55％であるのに対し大阪市
平均の 38％と，西成区の住宅の老朽化は歴然としている。
このように，西成区の住宅は，平均的には狭小性と老朽

性を特徴とする。 
職業的には，これは大阪インナーシティの全般的特徴

にもなるが，技能・労務・運輸業などのいわゆるブルー

カラー層が，同心円状に都心部を囲む形で，ただ阿倍野

区，住吉区や東住吉区の上町台地部の扇形を除いて，取

り巻いていることが見事にうかがえる。西成区は仔細に

見れば，南西部では，この率は低いが，その他の地区で

は市内でも有数の，ブルーカラー就労の高い地区である

ことが判明する。一方で事務職への就業率は非常に低く，

専門・技術職の分布は，ブルーカラー就業率分布の裏返

しになるが，その就業は著しく低いことが読み取れる。 
図化はしていないが，たとえば，所得分布を見てみる

と，西成区の年間収入 200万円未満の層は 33.5％と，大
阪市全体 20.3％の 1.6倍に達している。年間年収 300万
円以下水準の普通世帯の割合を区別に比較すると，西成

区が際だって高く，人口の半数以上の 52.2％を占めてい
る。それに次ぐのが，生野区 39.8％，東淀川区 38.4％，
平野区 37.9％などであった。このように，西成区は，大
阪市の中で際だって低所得階層が多い区となっている。 
このように，西成区の経済社会的現況は，区内にも相

違は抱えつつも全体として非常に厳しい状況に置かれて

いることが判明するが，次節で述べるように，ここに新

たに野宿生活者，あるいは脱野宿生活者が区内でますま

す増加してくることにより，この厳しい状況は激化する。

とともに，まちづくりという観点からも新たな局面を迎

えざるを得ない事態に立ち至っていた。 
 

2.2 野宿生活者の増加と関連した近年の西成区の状況 
図 2-1の最下図は，1998年 8月現在の野宿生活者の区
別，町丁別を表したものである。後述するが，2000年よ
り始動し出した脱野宿のためのいろいろな施策は，基本

的には図 2-1 の野宿生活者の地理的分布に対応しながら

進められてきた。なかでも西成区は，そうした施策の最

大の対象地区となる。 

いわゆる貧困問題の現状を把握するには生活保護受給

率を比較する以外にない。一般に生活保護受給の資格審

査はきわめて厳しく，法律に照らせば野宿生活者のほと

んどが受給できるはずであるにもかかわらず適用されて

いないのが現状である。こうした留保を念頭に置きつつ，

西成区の生活保護の現状を見ていこう。 

人員数でみた生活保護率は，全国的には 10‰弱で推移

し，大阪市全体でも 1998 年までは 20‰の水準であった。

しかし，大阪市の場合 1999 年以降緩やかに上昇し始め，

2002 年には 29.7‰にも達した。この大阪市の数値の上昇

は，明らかに西成区や浪速区での数値の上昇に影響され

ている。西成区では，1993年以降生活保護の被保護が急
増しており，とりわけ 1999年以降の上昇傾向は著しい。
被保護人員の保護率の推移で見ると，80年代後半から 
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1992年頃までは 50‰であったのが，その後上昇に転じて
1999年には約 86‰へと上昇し，2002年には 128.8‰にま
で達した。 

2002年 4月の大阪市生活保護の現状を示したのが表 2-1
である。西成区の被保護世帯数は，大阪市立更生相談所（以

後，市更相）分を含めて 18,268世帯で，これは実に大阪市
全体の被保護世帯の 30.9％に相当する。また，被保護人員
数は，同じく市更相分を含めて 20,362 人で，大阪市全体の

26.2％を占めた。人員の保護率では，西成区の 128.8‰で，
大阪市平均 29.7‰の 4.3 倍となっている。また，2 位の浪速区

62.0‰と比べても 2倍以上もの大きな差がある。 
表 2-2 は，西成区の生活保護受給世帯の構成であるが，

被保護世帯に占める 65歳以上の高齢者世帯の比率も高く，
2002年には 64.1％にまで達した。5年前の 1996年 12月
当時の 52.6％に比べ 11.5％も増加した。 
次に区内の被保護率をみると，表 2-3のように北東部の

今宮，山王，萩之茶屋，天下茶屋，北西部の長橋，松之宮，

中部の弘治などでは，被保護率が著しく高くなっている。

この区内の地域別相違の要因は，一つは北東部にあいりん

地域が存在するためであり，日雇労働者の高齢化が進み，ま

たバブル経済崩壊以降の不況の中で日雇労働市場での雇

用が減少し，中には野宿生活に陥る者も多く，また生活保

護の対象となる者も多いからである。加えて同和地区をは

じめとしていくつかの地域で低家賃住宅が密集して存在する

ため，様々な生活困窮要因を抱えた世帯が流入し生活保護

の受給に至る傾向が強いためである。 
このように西成区は，同和地区住人，外国人，沖縄出身

者など社会的特徴を持った人々に加え，日雇労働者，野宿

生活者，生活保護受給者，福祉の課題を持つ高齢者など社

会的援護を必要とする多くの人々が暮らしている(表2-4，
2-5)。数字の上で，深刻な問題を抱えている西成区におい
て，最近の脱野宿生活者の生保受給が可能になったことで，

特に保護率の著増という地域の激変も体験している。このよ

うに問題が深刻なだけに，問題にアタックする様々なまちづ

くり，人，金，プログラムが仕掛けられてきたことも事実である。

次の第 3 章では，1990 年代前半までの同和地区を中心と
するまちづくり，およびあいりん地域のまちづくりを，ハー

ド面重視の整備期と特徴づけながら歴史的にその系譜と

特徴を考察し，第 4 章では，1990 年代後半の野宿生活者
をターゲットにした支援事業の急速な展開が，ソフト面を

重視した今までに例を見ないようなまちづくりを生み出

すに至った経緯を明らかにする。 

図1　町丁別経済社会変数の分布
　　(1995年センサス，1998年野宿生活者調査)

野宿生活者の分布
（町丁別）

野宿生活者の分布
（区別）

 
3．西成区のまちづくりの系譜と特徴 
3.1 戦災復興事業からあいりん体制，同対法時代まで 
ハードなまちづくりの観点からは，戦災復興事業の果たした

役割が非常に大きかった。1945年 3月 14日，第１回目の
大阪大空襲により，写真 3-1のように釜ヶ崎地区はほぼ焼 
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表 2-1 大阪市内区別生活保護実施状況(ゴチは上位各 5位) 
2002年 4月現在 

被保護世帯 保護率（‰） 
 

世帯数 人員数 世帯 人員 

西成区 15,488 17,582 202.9 128.3
浪速区 2,519 3,198 81.3 62.0
住吉区 3,639 5,365 50.0 33.4
東淀川区 3,587 5,797 40.1 31.7
平野区 4,021 6,420 48.8 31.7
生野区 2,932 3,957 49.2 28.2
24 区計 56,297 74,785 47.2 28.7

更生相談所(西成区) 2,780 2,780
総計 59,077 77,655 49.6 29.7

以下いずれも大阪市よりの資料提供  
表 2-2 西成区生活保護の近況 

 2000年 4月 2002月 4月 2年間増加率 
世帯数 
人数 
保護率 

11,635  
13,408  
96.9‰ 

15,488 
17,582  

128.3‰ 

1.33 
1.31 
1.32 

世帯別構成 
高齢世帯 
障害疾病世帯 
母子世帯 
その他の世帯 

11,635(100.0％)  
6,950 (59.8％) 
3,895 (33.5％) 

273 ( 2.3％) 
517 ( 4.4％) 

15,480(100.0％) 
9,928 (64.1％) 
4,419 (28.6％) 

355 ( 2.3％) 
778 ( 5.0％) 

 
1.43 
1.13 
1.30 
1.50 

 
表 2-3 西成区地区別保護率の状況の変化（‰）  

2001 年 4月(左欄)から 2002 年 6月(右欄) 
地区名 保護率（‰） 地区名 保護率（‰） 

北津守 
梅南   
橘 
岸里 
千本 
玉出 
津守 
南津守 

61.1 
95.0 
86.2 
73.5 
68.5 
53.3 
32.9 
46.1 

78.1 
116.2 
98.4 
88.9 
75.3 
66.9 
39.5 
59.3 

今宮 
山王 
飛田 
萩之茶屋 
弘治 
天下茶屋 
長橋 
松之宮 

138.6 
165.5 
75.2 

139.0 
132.1 
119.0 
121.1 
123.6 

165.5 
191.9 
108.0 
193.1 
157.8 
135.9 
137.6 
133.5 
区全体 109.5 131.4 

 
表 2-4 西成区における行旅病人・死亡人数の推移 

行旅病人   
あいりん 
地域 

その他の 
地域 合計 

行旅 
死亡人 

1989年度 5,764 (87.9%) 792 6,556 89 
1992年度 6,551 (87.5%) 939 7,490 102 
1995年度 7,483 (87.9%) 1,034 8,517 58 
1998年度 8,046 (85.3%) 1,392 9,438 34 
1999年度 6,633 (85.5%) 1,151 7,784 36 
2000年度 7,140 (84.0%) 978 8,500 16 
2001年度 6,035 (75.3%) 1,980 8,015 7 
 
表 2-5 身体障害者手帳保有者数        2002 年 4月現在 
 大阪市(人) 西成区(人) 対市比率（％） 
視 覚 
聴 覚 
言語障害 
肢体不自由 
内 部 

9,875 
9,540 
1,664 

55,104 
22,310 

849 
861 
109 

4,245 
1,533 

8.6 
9.0 
6.6 
7.7 
6.9 

合 計 98,493 7,597 7.7 
常住人口2001年10月 2,609,289 136,975 5.2 
合計の全人口に占
める割合    3.77％ 5.55％  

 
 

失する。あいりん地域という範域では，その西半分が焼

失した。西成区全体では，北部がほぼ全域と中南部が部

分的に焼失する。区域のほぼ 20％強が被害を受けたが，
戦災復興事業は北部の萩之茶屋，元木津と南部の天下茶

屋，玉出の４工区に分かれた。ほぼ全焼した浪速区とそ

の南辺で区境を接する西成区北部が連担して焼けてしま

うが，浪速区，西成区北部といった戦前の大阪市の名だ

たる「スラム」は焼失したのである。 
 戦災復興事業は，釜ヶ崎方面では萩之茶屋工区，同和

地区方面は元木津工区として，前者は 1949 年，後者は

1950年に設計認可が下り，工事着工される。事業そのも
のの進捗度は，前者工区に 20％ほどの遅れが生じていた。
1960 年代初頭での建物の復興については，写真 3-1 の
1948 年の事業施工以前と，1960 年の事業途上の状況を
比較してみよう。両地区とも，区画整理が入り，ほぼ現

況の道路，街区や公園等の完成が見て取れる。ただ萩之

茶屋工区では建物の移転が順調に進んでいないときであ

った。それは現あいりん総合センターの立地する街区の

整備とも深く関係しているが，この時期，両工区の間で，

ある点では同じ政策系統でありながら，運動論，政策の

あり方では決定的に異なる対処が見られたのである。 
同じ政策系統という観点からすると，1960年代初頭は，

60年の住宅地区改良法の施行と関連して，スラムクリア
ランス，住宅改良事業への関心が一気に高まり，同時に

同和地区の住環境改善がこの改良法により，大きく進みだす

という時期にあたった。そしてスラムへの注視が，こうした都市

計画行政と，社会福祉行政で大きく接点を持ち，西成区

の同和地区では，同和事業が一挙に進展し始めた。一方，

釜ヶ崎では，社会福祉と労働行政，治安対策という色合

いが濃く出され，ドヤスラムの改善という形で，都市計

画行政の視野にも入るようになったのである。そしてち

ょうどこうしたスラムへの注視が高揚し始めたときに，

1961年 8月の暴動が釜ヶ崎で発生することになる。 
表 3-1 にあるように，暴動発生の 1 年前より民生局主
導で，戦後はじめての行政施策が，西成愛隣会の結成な

ど通じて着手され，それは暴動翌年の愛隣会館，愛隣寮

の開設になどにつながる。同時に暴動により，多くの一

連の施策が一挙に動き始めた。 
ここで注目すべきことは，1960年ごろに，スラムとい
う表現が急に現実味を帯びて着目され始め，急速に釜ヶ

崎およびその周辺に政策として集中したことである。そ

の過程で，同和地区事業が別系統に明確に切り離され，

スラムクリアランスという事業のターゲット地区は，釜

ヶ崎およびその周辺に収斂してしまう。そして当時の最

終局面が，表 3-1 にあるように 1970 年のあいりん総合
センターと，翌年の市更相の登場にあった。ここにあい

りん体制が完成し，あいりん地域が登場する。 
一方，運動論的には，同和地区の住環境改善事業は，

西成の同和地区が先陣を切る。戦後の同和事業について

は，大阪市は全国的に最も早い立ちあがりを見せたが，

特に大阪の同和事業の礎を西成を中心にして築いた松田

喜一を先頭に，その運動拠点として西成地区に文化温泉

を 1955 年に作り，収益はまちづくりに廻すと言う，全国

の同和地区のモデル浴場として名を知らしめる。そして

多くの運動がここを根城に発展していったのである。 

この運動は 57 年に住宅要求期成同盟が発足につなが
り，住宅要求運動による住環境改善運動が本格化してゆ

く。もともとは 1950 年くらいから西成区内の不法占拠

 －4－



 

のバラックが，55年に都市計画による退去命令を受けた
時点で，ここから住宅要求闘争 56 年秋に起こり，結果
として 58年度 80戸，59年度に 72戸獲得，住民の立ち
上がりがなかったら，住宅は建設されなかっただろうし，

単なる立退きで終わったかもしれないものであった。この手

法が市内各地の同和地区で踏襲され，目に見える成果を

得るようになる。そして 1960年の住宅地区改良法，1969
年の同和対策事業特別措置法の制定を契機にしてはずみ

のついた住環境の大々的改変期において，まちづくりと

は，施設づくり一色で塗り固められていくことが主流に

なる。西成での施設建設の推移については表 3-1 を，公

営住宅建設推移については，図 3-1 を見ればわかるよう

に，1960 年代に住宅建設は続々と進展し，1969 年の同
対法以降の 70 年代前半までは着実に建設され，施設配
備も表3-1のように 70年代を通じて一貫して進められた。 

表 3-1 あいりん地域，西成（同和地区）地区への施策の推移 
釜ヶ崎，あいりん地域

西成（同和地区）地区 
(住宅関係は図3-1を参照) 

1953  文化会館 
1954    
1955 西成市民館 文化温泉 
1956
| 
1960

 
｜ 

  
｜ 

1961 府労働部西成分室   

1962

愛隣会館，愛隣寮，西成労
働福祉センター，あいりん
学園，（みなと宿泊所），（馬
淵生活館） 

  

1963 あいりん小中学校 市立老人福祉センター 
1964  長橋市民館 
1965 今池生活館   
1966    
1967  文化温泉大増改築 
1968  長橋第一保育所 
1969  長橋市民館 

1970

あいりん総合センター 
（あいりん労働公共職業安
定所、西成労働福祉センタ
ー、大阪社会医療センタ
ー，市営萩之茶屋住宅） 

長橋第2保育所，西成解放会館 

1971
市立更生相談所 
（一時保護所，西成保健所
分室，あいりん銀行など）

津守東保育所，長橋第3保育所 

1972  長橋第４保育所，梅南中学校開校 
1973  解放会館，津守西保育所 

1974

 松之宮集会所，第 2児童館，津守児童館，青
少年プール，青少年グランド，長橋診療所，
解放会館津守分館，延寿荘，三星温泉，北津
守温泉 

1975    
1976  長橋老人憩の家，平和湯，松之宮保育所 
1977  北津守診療所  
1978  松之宮北保育所，津守第3児童館 
1979     
1980    
1981  青少年会館，長橋第5保育所 
1982  出城老人憩いの家  
1983
| 
1986

 
｜ 

 

  
｜ 

1987  青少年会館児童ホール，長橋老人憩いの家 

1988
| 
1993

 
三徳寮（1990） 

  
｜ 

西成障害者会館（1993） 

1994    
1995   
1996  高齢者在宅生活支援センター  

1997
 障害者就労支援センター，西成生きがい学

習センター 
1998 大テント，ケアセンター 西成まちづくりプラザ 
1999  特別養護老人センター 
2000 あいりん臨時緊急夜間避難所北津守保育所，西成自立支援センター 
2001  総合就労支援福祉施設にしなりWing 

では一方の釜ヶ崎，あいりん地域のほうはどうであっ

たろうか。住環境改善に対する行政の介入という点では，

表3-1のように，1970年のあいりん総合センターとともに
建設された萩之茶屋市営住宅の 342戸のみで終了し，一
方西成区の同和地区ではほぼ 2,000 戸以上建設の公営住
宅に比べると大きな差が生まれた。逆に政策的には，当

時の釜ヶ崎分散論，あるいは単身男性労働者の街とする

釜ヶ崎「純化」論，即ち，家族持ち労働者の釜ヶ崎外へ 
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図 3-1 西成（同和地区）における公営住宅建設の推移 
 
の居住の誘導により，そもそも低家賃住宅としての公営

住宅という形での住環境整備は，萩之茶屋住宅の建設が

あいりん総合センターという目玉事業に付随しただけで

あった。それ以降のあいりん体制の視野にはなかった。
写真 3-1 西成区北部の戦災復興事業 2地区の変容 
（戦災直後(上：1948 年)と，戦後復興期(下：1960 年)の比較） 
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単身男性日雇労働者の居住という，既成の住宅政策の体

系ではなじまない問題は，釜ヶ崎，あいりん地域の場合

は，民間活力による簡易宿所の増強と言う形で，「解決」

されてゆく。 
表3-2の下欄は，1992年当時のあいりん地域における，
簡易宿舎の建設年度を示したものである。注目せねばな

らないのは，1965 年から 74 年の 10 年間に最初の建設
のピークがある。こうした建設のピークの前期にあたる

1968年の状況は，そのほとんどが木造 2階建てであった
が，この当時すでに鉄筋 3階建以上が，46棟登場してい
る。1970年の万博前の建設需要による大量の労働者の釜
ヶ崎への流入は，いままでのドヤの追い込み式のつめこ

みではもはや対処できず，いわゆるマンモスドヤでの狭

小個室供給という形での中層化が開始される。 
 
表 3-2 あいりん地域の簡易宿所の建設年別階数推移 
 １～３階 ４～５階 ６～８階 ９～１０階 合計 

1968 年*2 225
 *1 9 3  237 

1992 年*3 50 47 87 13 197 

1998 年*4 45 50 76 19 190 

建設年度*3 戦前 1946～64 年 65～74 年 75～84 年 85～90年

  2 41 49 33 84 

*1内鉄筋3階が34  *2西成警察署『あいりん地区内各種業者名簿』1968年 *3 阪

東美智子「都市貧困地区における住環境の変容に関する研究―あいりん地区を事例と

して」神戸大学大学院工学研究科修士論文，1992年 *4筆者らの調査による 
 
1985 年からわずか 5 年の間に，再び簡易宿所の建築，
建替えラッシュが見られる。関西国際空港の建設などの

大型プロジェクトを背景にしたドヤの高級化，ジェント

リフィケーションが大々的に進行することになる。それ

は当地域の景観を一変させた。1992年の階数の分布から
も，一挙に高層化したことが見て取れる。「万国博で建設

ブームになったころ『たたみ一畳でもいいから，どんど

ん部屋を作ってほしい』とたきつけた市のおえらがたも

いた」（読売新聞 1980 年 11 月 15 日）という簡宿経営者の
述懐からも，少なくとも住環境整備という建造環境の生

産，維持に関しては見事なまでの民間活力に委任状態だ

った。景観という観点から見る限り，旺盛な民間資本に

より生産されたのが，釜ヶ崎，あいりん地域の実態であ

る。政策的に山谷を弱体化するようにつとめてきた東京

との選択とは対照的な空間的結果を生み出したのである。 
 

3.2 同和地区でのまちづくりの転回 
このように，国道 26号線をはさんで，あいりん地域と
西成の同和地区は，少なくとも，居住から見た建造環境

の生産という点では，対照的なプロセスを歩んだ。インナ

ーシティにおける，かたや公的セクターによる住宅供給を

受け，かたや民間セクターにおける労働者用の居住空間

が，簡易宿所のジェントリフィケーションという形で行われた

と言える。しかしながら，その成果は，西成差別の根強い働

きにより，そして行政側もこれを同和行政として，ある

いは簡宿経営者に委任という形で，特殊化してしまい，

一般的なまちづくりの回路から積極的に評価されない結

果を招いてしまっていた。 
しかしながら同時に，両地区とも，それまでのまちづ

くりを根本的に見直さなければならない事態に 1990 年
代に直面する。西成の同和地区のでは，1978年に大規模
な面的改造は困難であるという委員会報告を受け，実際

に図 3-1にもあるように，70年代までとは対照的に，80
年代にはいり，住宅，施設供給ともほぼストップしてし

まう。既存のクリアランス方式では対応できない中，こ

うした事態を打破するために，1992年，市の同和対策推
進協議会は，早急な検討方策を市に求める。ここで大き

な発想の転換が生まれる。すなわちインプルーヴメント

型への事業手法の変更であった。これは，96年になって，
大阪市老朽密集市街地開発事業，インナーシティの住環

境改善の切り札として，この西成の同和地区および，生

野区南部に導入されることになる。78年に開発手法が見
当たらないという委員会報告で動きが鈍っていた西成の

まちづくりが，これで大きく転回することになる。 
以後，矢継ぎ早に手が打たれ出す。表 3-1 では福祉関

連施設が，そして図 3-1 では公営住宅の建設が再び着手

されていることがわかる。1994年に結成された「西成地
区街づくり委員会」が中心となって， 97 年 3 月の同対
法以来の同和時限立法が終了することを視野に入れなが

ら，抵抗闘争･既得権益擁護から，条件闘争･具体的提案

をもっての介入，画一的マニュアル通りのまちづくりか

ら，多様性を逆手にとって豊かさに転換をはかり，まち

づくりは西成という西成ブランド化をめざし，それがは

っきりと西成で打ち出されることになる。 
それ以降，西成街づくり委員会を中心とする，研究集

会などの開催や，まちづくりの支援など通じて，ハード

なまちづくりに関しては，ようやく公営住宅だけではな

い，多様な住宅供給の選択，たとえばコープラティブハ

ウス，一戸建て住宅の実現，老朽住宅の共同建替えなど

が着手され，さまざまなアイデアが盛り込まれながら，

インナーシティの今後のまちづくりのあり方をさぐる先

頭を走り出す。 
確かに，既述したように失業率も生活保護率も図抜け

て高く，高齢単身者，障害者，住宅困窮者が極めて多い

という現状の中で，西成のまちづくりは，福祉の面でも

先進的に進まざるを得ない状況にあった。高齢者，障害

者の自立，就労支援，食事サービス，デイサービス，訪

問看護やショートステイなどの様々な介護サービスを発

見し先取りし，公的サービスこそが魅力的であるような

仕組みを作り上げ，かつボランティアバンクなどで市民を草

の根的に養成してゆくという回路を生み出しはじめた。 
 

3.3 あいりん地域での転回 
一方，あいりん地域での転回は，西接する同和地区の
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動きから大きく遅れることになる。表 3-1では，70年代
以降ずっと，あいりん地域での政府部門からのハードな

政策的反映が欠落してが，実は表 4-1 のように，運動面

やソフトな政策面に着目すれば 1990 年代後半に大きな
転換期を怒涛のごとく迎える。この表 4-1は，1993年以
降の野宿生活者支援関連の出来事を，経年別，組織体な

どの系列別に分けて整理している。この野宿生活者への

運動や施策の急進展が，あいりん地域の既存の運動や施

策のあり方に大きな影響を及ぼしたのである。 
野宿生活者の激増を受けて，大阪市が本格的に当該問

題に取り組み始めたのが，表 4-1 に記した 1998 年 5 月
に設置の「大阪市野宿生活者問題検討連絡会」であった。

同年 8 月に大阪市全域全数調査という前代未聞の大規模
調査の結果，発表された 8,660 人という数は衝撃的で，
拠点地域を中心に調査された同時期の東京都 23 区内の
4,300 人をはるかに超え，またその分布も図 2-1 に図示
したように，全市的に広がるものであった。その後の小

渕首相への磯村市長直訴などを通じて，国の方もやっと

動き出すことになる。翌 1999 年 2 月には第１回の「ホ
ームレス問題連絡会議」が開催され，関係自治体と国が

同じテーブルで対策について協議をはじめる。同年 5 月
には「ホームレス問題に対する当面の対応策について」

が出され，その後のホームレス支援事業は，問題含みな

がらこの対応策にそって進められる。財政的には同年 11
月の「緊急地域雇用特別交付金」を充当，そして翌 2000
年６月，野宿生活者の自立を支援するために「ホームレ

ス自立支援事業実施要綱」として正式に政策化される。 
1999年 5月に大阪市は「大阪市野宿生活者対策推進本
部」を設置し，早速 8 月には巡回相談事業を大阪市生活
保護施設連盟に委託して，市内全域の野宿生活者へのア

ウトリーチをかけ始める。また同年 11月からは，大阪府
全体に 142億円出された緊急地域雇用特別交付金を利用
して 22 億円の大阪市分に関しては，あいりん地域内の
生活道路清掃や大阪市内各区の清掃やペンキの塗り替え

などの就労提供事業を，1999 年 6 月に設立された NPO
釜ヶ崎支援機構に委託して行うことになった。 
仮設一時避難所の設置については，いずれも大阪市単

独事業であるが，2000年 4月に，後述するあいりん総合
センターの夜間開放，臨時生活ケアセンター開設，大テ

ント獲得「闘争」の最終到達点としても位置づけられる

あいりん臨時夜間緊急避難所が，通称三角公園横の南海

線跡地の市有地に 600床レベルで開設された。2000年 7
月に大阪市は，450 以上の野宿生活者のテントが存在す
る長居公園に開設することを表明，12月の開所の前後に
あたって，周辺住民や支援運動体，当事者の間で，開設

の是非をめぐり多くの運動，意見が巻き起こる。恒久的

な施設とすることへの周辺住民の反対の強さもあり，過

渡的な 3 年間限りの施設としてスタートした。翌 2001

年 12月にも，250強の野宿生活者のテントがあった西成
公園において，西成仮設一時避難所が開設される。 
目玉の自立支援センターの開設については，大阪市が

事業主体となり，運営は社会福祉法人に委託して，2000
年度に 3 ヶ所の自立支援センター，おおよど，西成，淀
川と年内にあいついで開設された。また同時に大阪府に

よって，3 ヶ所の自立支援センター入所者を対象とした
「野宿生活者常用雇用促進事業」も，上記の特別交付金

を用いて始められた。後述するが，これらの就労事業は，

地区内の運動体が，高齢者就労を主眼として，1994年に
行政要求して獲得した「高齢者特別清掃事業」の就労枠

の拡大でもあった。そして，昨年度に民主党から提案さ

れた「ホームレスの自立の支援策等に関する臨時措置法

案」に続き，2002 年 7 月 31 日には，「ホームレスの自
立の支援等に関する特別措置法」が成立する。 
以上が政策系列の近年の流れであるが，画期点はやは

り旧厚生省が出した 1999 年 5 月の「ホームレス問題に
対する当面の対応策」であり，それ以降は大阪市でまさ

しく急展開していったといえよう。こうした政策的な流

れを押さえた上で，次章では運動系列の流れを，野宿生

活者支援という観点から整理してみよう。 
 

4．野宿生活者の自立支援活動とまちづくり運動の新展開 
4.1 既往の支援運動体の系譜 
野宿生活者の問題は，特にあいりん地域が固有に抱え

る問題として長らく存在してきた。同時に，当該地区の

問題が深刻なだけに，逆に多くの社会的人的資源が，こ

の問題の地域に入り込み取り組んできた。あいりん地域，

釜ヶ崎の場合には，あいりん体制という特殊な地域コント

ロールのもと，図 4-1 のように，あいりん地域，釜ヶ崎を拠

点に，労働組合，宗教団体，福祉施設，ボランティア，ＮＰＯ，

市民運動家たちが，実に多くの活動を展開してきた。 
しかしあいりん体制は，施設収容保護を基本に，高齢，

障害をもつ労働者の福祉を進めてきたし，生活保護も，

簡易宿所を居宅と認めていなかったために，せっかくの

居住空間も労働者が稼働能力を失えば，退居せざるを得

ない状況にあった。釜ヶ崎生まれ，育ちもいないし，あ

いりん地域で亡くなることが，行路病人として，病院か

施設での収容保護で転々とするか，あるいは行き倒れで

死亡してしまうことが，多くの事例であったことを考え

ると，一般的なまちづくりの手法を適用することなど，想定も

されていなかった。皮肉にも市内にあふれ出る野宿生活者

問題が，あいりん地域だけの問題ではなく，大阪市全体

の深刻な都市社会問題であるという認識を生みだし，今

までのまちづくりの閉塞状況に一定程度打開できる兆し

が見えてきたのである。 
日雇労働者のみならず，野宿生活者への支援というサ

ービスは，長らく炊き出しや夜回り，越冬闘争，街頭相 
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▼ 事件系列 ▼ 運動系列 ▼ 政策系列 ▼ シェルター系列 ▼
簡宿・サポハウス
(ＳＨ)系列

△ 調査･集会　系列 △ NPO系列 △ 就労系列 △
自立支援センター系
列

△ 施設系列

▼93.10釜ヶ崎就労・生活保障制度実現をめざす連絡会（反失連）

1994 △94.11あいりん地区・「高齢者特別清掃事業」

1995▼95.10藤本さん殺害事件（南区戎橋）
▼95.10野宿者と釜ヶ崎労働者の人権を守る会

▼96.2- 別冊フレンド事件（西成区）
▼96.6連合　あいりん地区問題プロジェクト

1996△96.8第1回釜ヶ崎フォーラム
▼96.10釜ヶ崎パトロールの会

△96.10釜ヶ崎の日雇労働者と野宿者への労働・生活実態調査

▼97.4野宿者ネットワーク
▼97.6反失連，大阪府・市へ緊急対策を要望

1997 ▼97.9釜ヶ崎居住懇 ▼97.6センターを夜間開放 6.6-7.31
△97.10第2回釜ヶ崎フォーラム
△97末～98始 西成公園問題

△98.2連合のホームレス問題シンポ
△98.3あいりん地域の中長期対策 ▼98.5大阪市野宿生活者問題検討連絡会

▼98.4さつき・つつじ会 ▼98.6センター夜間開放
△98.8大阪市における野宿者概数・概況調査 ▼98.8三徳寮臨時ケアセンター

1998 △98.10高齢者就労の枠拡大
△98.11第3回釜ヶ崎フォーラム ▼98.11磯村市長の直訴
△98.11日雇労働者・野宿生活者問題の現状と連合大阪の課題 ▼98.11三徳寮横の大テント
▼98.12佐藤訴訟提訴 ▼98.12釜ケ崎居住懇が緊急アピール
▼98.12今宮中南のテント撤去

△99.2連合大阪の野宿生活者問題シンポ ▼99.2ホームレス問題連絡会議開催
▼99.3市役所前野営闘争 ▼99.2末センター夜間開放終了

▼99.5ホームレス問題に対する当面の対応策について
△99.9ＮＰＯ釜ヶ崎支援機構設立 ▼99.ケアセンター枠拡大

△99.8大阪市野宿生活者聞き取り調査 ▼99.7大阪市野宿生活者対策推進本部 ▼99.6簡宿2000室プラン
1999 ▼99.8簡宿無料宿泊制度

▼99.8巡回相談事業を大阪市生活保護施設連盟へ委託
▼99.10釜ヶ崎のまち再生フォーラム
△99.11NPO釜　就労事業開始

▼99.11政府の緊急地域雇用特別交付金（大阪市分）
△99.11高齢者就労の拡大

 
▼00.1第１回釜ケ崎のまち再生フォーラム実行委員会

▼00.4あいりん臨時夜間緊急避難所
▼00.5太子福祉館

▼00.7小林さん襲撃事件（天王寺区） ▼00.6厚生省「ホームレス自立支援事業実施要綱」
△00.9高齢者就労の拡大 ▼00.6 SHアプリシエート
▼00.9府も緊急地域雇用特別交付金を活用 ▼00.9 SH陽だまり

2000 △00.10自立支援センターおおよど
▼00.11SHおはな

▼00.11長居公園シェルター建設反対運動 △00.11自立支援センター西成
▼00.12 ＳHフレンド

△00.12自立支援センターよどがわ
△00.12あいりん相談室

△00.12市民討論会「野宿者問題と公園」 ▼00.12長居仮設一時避難所(シェルター)

△01.4-6大阪府下野宿生活者聞き取り調査 ▼01.6民主党「ホームレスの自立の支援策等に関する臨時措置法案」
2001 ▼01.6 SHイノセンス

▼01･12 SHコスモ
▼01.12西成仮設一時避難所(シェルター)

2002 ▼02.01 SH泉荘
▼02.8ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法施行

1993

表4-1  大阪市における野宿生活者問題をめぐる系列ごとの出来事の流れ

ソフト系 ハード系

談，生活相談など多くの活動が，労働運動団体や宗教団

体を通じて行われてきた。炊き出しについては，1975年
12月から「釜ヶ崎炊き出しの会」が毎日四角公園で行っ
ている。また「釜ヶ崎日雇労働者の仕事と生活を勝ち取

る会」は，三角公園で週 2 回の炊き出しを続けている。
また野宿生活者への夜間のアウトリーチとも言える夜回

りは，1987年頃からキリスト教イエズス会の旅路の里を
拠点とし「木曜夜まわり」として定着し現在に至ってい

る。ここでキリスト系団体が一同に集った釜ケ崎キリス

ト教協友会の存在は大きかったと言える。 
またこの炊き出し，夜回りなどは，年末年始において

「越冬闘争期間」として集中して行われている。1970～
1971年の「仲間による仲間の為の越年対策」として始ま
り，以後毎年継続され，主催は釜ヶ崎越冬闘争実行委員

会で，南港の臨時宿泊所に入らずあいりん地域に残る野

宿生活者たちを中心に，炊き出しや夜回り，越冬まつり

などが企画されている。またこうした団体による生活相

談，街頭相談も行われるようになり，旅路の里での週 2
回の生活相談日の設定や，同様のサービスは，聖フラン

シスコ会のふるさとの家においても行われている。また

あいりん地域を基盤とする労働組合の本部のある釜ヶ崎

解放会館は，住所を持たない野宿生活者などの設定地と

して開放されていたことも，選挙権や居宅保護との関係

もあって特筆すべきことであった。 
一方で，こうした危急の状況にある日雇労働者や野宿

生活者に対する支援サービスを提供する義務を有してい

たのが市更相である。あいりん体制を維持している中枢

機関であるが，ここ数年来の野宿生活者の急増により，

その機能に十全に働かなくなっていることは事実であっ

た。なぜ，市更相が存在しながら，炊き出しや夜回り，

生活相談など，ボランティアや宗教団体，労働組合によ

り，代替的に献身的に長年行われてきたのであろうか。 

 

そもそも市更相の任務自体が，日雇労働力の再生産に

あり，野宿生活に移行した人，あるいは自助的に野宿生

活を継続する人にとってふさわしい業務を提供するよう

には仕組まれていなかった。その意味で，野宿生活者は，

公共セクターが提供するこうした社会資源をうまく利用

できなかったし，そうした野宿生活者に対するセイフテ

ィ・ネットは，それこそ最悪行路死亡という形でしか処

理されないような，まったく脆弱なものでしかなかった

のである。その穴埋めを民間のボランティアや労働組合，

宗教団体が，30年近く行ってきたのである。 

●公共セクター ●サポーティブ・ハウス関係 ●宗教団体関係 ●労働組合関係
1 あいりん労働公共職業安定所 h アプリシエイト F 旅路の里 T 釜ヶ崎解放会館
2 西成労働福祉センター I 陽だまり G 喜望の家 U 釜ヶ崎地域合同労働組合
3 大阪社会医療センター j おはな H いこいの家 V 釜ヶ崎日雇労働者組合
4 市営(改良)萩之茶屋住宅 k コスモ J ふるさとの家 W 全港湾労組
5 西成市民館 m イノセンス 　建設支部西成分会
6 西成警察署 n 泉荘 ●福祉施設関係 X 釜ヶ崎日雇労働者の
7 市立更生相談所 p フレンド L わかくさ保育園 　仕事と生活を勝ち取る会
8  (相談所,一時保護所,診療所) q 大阪府簡易宿泊所 M 三徳寮
9 あいりん銀行   環境衛生同業組合 N 新今宮文庫 ●その他
10 西成保健所あいりん分室 P あいりん相談室 α 「三角公園」炊出し
11 生活相談室 ●NPO関係 Q 今池平和寮 γ 「四角公園」炊出し

A 釜ヶ崎医療連絡会議 R 今池こどもの家
●ボランティア団体関係 B NPO釜ヶ崎支援機構 S あいりん寮
a こどもの里 C 大テント（シェルター）
b 出会いの家 D NPO元気百倍ネット
c 釜ヶ崎まちづくりNPO合同事務所E あいりん臨時夜間緊急避難所
d 太子福祉館
e グループホーム・ジョイ 配列順不同

図3　あいりん地域(釜ヶ崎）内の諸施設・組織の分布

 
4.2 あいりん体制と大阪市立更生相談所 
市更相は，大阪市立更生相談所条例により「あいりん

住民の福祉の向上を図るため，労働者を対象とした各種

の相談・保護事業と，環境改善の事業を行う機関」であ

ると定められている。「あいりんで住居がないか，また明
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らかでない，単身の要保護者」に対する施設入所や入院

などの相談や保護の決定・実施のために，このあいりん

地域にのみ，西成区福祉事務所とは別に「大阪市立更生

相談所」が設置されているのである。福祉事務所は，地

域内の居住者を対象とした実施機関，居宅保護，収容保

護のどちらでも行うが，更生相談所は収容保護のみの片

肺しかない。こうした生活保護の実施機関は他都市に例

をみない，あきらかにこの地域独自の施設である。 
戦後混乱期からつい最近までその独自さが維持され続

けていたのは，高度経済成長やバブル経済の存在にあっ

たことは事実である。それはたとえ日雇労働者がけがや

病気などで施設入所をしても，その状況が回復すれば，

また現場復帰できるという好循環がたえず働き続け，簡

易宿所や飯場がそうした循環を強く支えてきた。 
あいりん地域のまちづくりといった観点から，今まで

の状況を振り返ってみると，労働者は，生活に必要なこ

とを必要なとき必要なだけ，このあいりんという空間を

利用することで納得する傾向が強かった。またこうした

労働者を支え再生産してゆくさまざまなあいりんの社会

資源そのものが，労働者の生き方を支えたり，効率さ，

簡便さにかたよった性格を，物理的にも社会的にも有し

ていた。野宿に至り，あるいは病気・けがにあう困窮者

に対しても，市更相を通じた収容保護体制は，受け皿の

施設を大増加させフル稼働させ，多くの人を保護し生活

を支えることで，対処してきた。そして施設で稼動能力

をなくし，幸いに退所できても生活困難に陥った場合に

は，あいりんの空間は，彼らの最後の防波堤にはなりえ

ても，姿を消してゆくことになんら手を差し伸べないと

いう過酷な空間であり，それがあいりんに封じ込まれて

きた限り，もっとも有効な対処方法であったのである。 
 

4.3 運動の大転換 
しかし状況は 1990 年代中ごろから厳しくなり，激増
する野宿生活者に対するセイフティ・ネットがまったく

ない中，あいりん地域内でも以前に増して野宿生活者が

あふれかえる。そしてそこで動き出したのが，表 4-1 に

まとめた 1994 年ごろからの様々な，日雇労働者，野宿
生活者への支援活動であった。運動系列別に整理をして

いるが，1990 年代半ばに注目してみると，1993 年に発
足した「釜ヶ崎就労・生活保障制度実現をめざす連絡会」

（反失連）の活動は後に大きな影響を与えることになる。 
あいりん対策としては，実質的に，1970年事業開始の
年末の臨時宿泊所提供という越年対策事業，同年の大阪

社会医療センターの開設，翌 1971 年の夏期・冬期一時
金支給以降，ながらく新規には打ち出されていなかった。

その中で 1990 年，新今宮小・中学校跡地に利用に関連
した自彊館の救護施設三徳寮に敷設された生活ケアセン

ターの運営（巡回相談と 14 日以内の短期宿泊）補助が，久

方ぶりの事業であった。上記反失連の要求行動に対して

最初の行政の反応は，表 4-1にもあるように，1994年末
からのいわゆる特掃，大部分が野宿生活者あるいは経験

者用の高齢労働者ための就労事業としての，あいりん総

合センターフロアーとあいりん地域内生活道路の清掃事

業の獲得であった。公的にも私的にも就労確保の事業は，

この後もこの事業の量的拡大でしか実現されていないが，

行政側から具体的な事業を引き出す大きな一歩であった。 
府庁，市役所への反失連の野営闘争をバックにした要

求行動を積み重ねながら，1998 年 6 月のあいりん総合セン

ターの夜間開放の獲得，2 ヵ月後にはいわゆるシェルタ
ーに当たる三徳寮に臨時のケアセンター開設などと，寝床

の確保，最低限のシェルターが獲得されることになる。 
就労，シェルターに関する反失連の目立った動きの一

方，あいりん地域に加え，市内各地の公園に居住する野

宿生活者に対する，釜ヶ崎医療連をはじめとするボラン

ティア組織のアウトリーチが活発となり，街頭相談，医

療･健康相談，そして居宅保護へとつなげる，大阪市の野

宿生活者にとっては生活保護受給の権利が，こうした街

頭でのボランティア活動により獲得されることになる。

その中での佐藤訴訟などの市更相の収容保護政策に異議

を唱えた裁判闘争も支援された。 
また簡易宿所の経営者も，1997年ごろからの空室増加
に危機感を抱き，高齢で稼働能力を失ってゆく人々に居

宅保護で生活の継続を保証するために，居宅保護が認め

られていなかった簡易宿所から，アパート，マンション

への転換をはかり，そうした高齢者を受け入れてゆくこ

とになる。また 1999 年 6 月には，「空き室 2000 室活用
プラン」を簡宿組合が市に提案する。大阪市がこの 2000
室を借り上げて，野宿生活者の一時避難のシェルター，

あるいは救護施設的な，または就労支援の準備のための

自立支援センターのような役割を持たせて活用してほし

いという提案であった。この提案は大阪市の受け入れる

ところにはならなかったが，この芽は後述する，ひとつ

はサポーティブ・ハウスの登場へとつながってゆく。 
このように，1994 年から 99 年にかけて，多くの運動
が多彩に繰り広げられる。こうした草の根的な運動の盛

り上がりの背景には，歴史的には，1995年 10月，道頓
堀に投げ込まれて亡くなった野宿生活者の藤本さんの事

件を通して，野宿生活者の人権が支援運動体やマスコミ

を通じてクローズアップされたこと。また冒頭に記した

1996年 2月の別冊フレンド事件を通じて，部落解放運動
と，日雇労働者・野宿生活者の支援運動体との本格的な

結びつきが生み出されたことであろう。もちろん，この

流れは，1983年横浜・寿で野宿者が少年たちに襲撃され
殺されたことを契機に，「釜ヶ崎差別と闘う連絡会」が結

成されたことに素地を有し，一時途絶えかけていたが，

1996 年 11 月に，「野宿者と釜ヶ崎労働者の人権を守る
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図 5-1 は，現時点におけるあいりん地域を中心とした

まちづくりのシステムと生じる課題について図示したも

のである。「旧来のシステム」として囲った部分は，最近

までのあいりん地域の状況であった。就労を失うと，セ

イフティ・ネットは，市更相を通じて，病院や施設入所

の施設収容保護しかなかった状況を描いている。さもな

くば野宿，最悪行路死亡というような苛酷な条件で，こ

の地域で天寿をまっとうできるようなまちづくりの足場

は見出せなかったのである。ところが，「最近のシステ

ム」の範囲では，旧来のシステムも含みこみながら，野

宿生活者をアウトリーチにより脱野宿させる機構が出現

し，そしてそうした脱野宿を受け入れるさまざまな施設

の登場，自立支援センターやケアセンター，シェルター

や，居宅保護を許可する福祉事務所の機能がようやく働

きはじめ，サポーティブ・ハウスや，民間アパートへの

居住が進み始めた状況が見て取れる。 

会」が新発足することに直接関連する。部落解放同盟の

地域共闘という側面も含みつつ，釜ヶ崎の主要な運動団

体や大学関係者や地元の教員などを巻き込んだ。ほぼ全

く交流のなかった，あいりん地域の西隣の西成地区での

まちづくりの運動や経験と接点をもちはじめるようにな

り，あいりん地域，釜ヶ崎のまちづくりといったアイデ

アが芽吹いてきたことも重要であった。3 回開催された

の釜ヶ崎フォーラムでは，釜ヶ崎，日雇，野宿，人権，

まちづくりという回路をはじめて明示した。 
ほぼ同時期の 1997 年 9 月に設立された釜ヶ崎居住懇
は，1996年のトルコでのハビタット会議に触発されたも
のであるが，98年 12月に「緊急アピール： 野宿をなく
し，人間居住を実現するための緊急策と抜本策」を打ち

出す。地域まるごとの再生をめざすまちづくり運動であ

り，あいりん地域において，フォーラムやワークショッ

プを実施し，構成する住民層の暮らしを再建する方向で

のまちづくりビジョンをさぐり，あわせて事業化を促進

する，という目的でもって，1999年 10月に「釜ヶ崎の
まち再生フォーラム」を結成する。そして最大の画期は，

1999年 6月の NPO釜ヶ崎支援機構の設立であった。 

またこうした活動を支える大部分は，NPOや多くのボ
ランティアに負っている。NPO釜ヶ崎支援機構は，公的就
労事業の請負のほかに，図 5-1の範囲で見れば，大テント，

シェルターの管理・運営，相談事業，居宅保護へのつなぎ

の役割を果たしている。アウトリーチ，相談，居宅保護への

つなぎは釜ヶ崎医療連をはじめとしていくつかのボラン

ティア団体も行っている。NPO元気百倍ネットは，要介
護の日雇労働者を，ヘルパー資格を取った日雇労働者が

介護するといういわゆる釜釜介護をあいりん地域で試行

した。また自立支援センターの就労退所アパート自立者に

アフターフォローの訪問事業も実施している。またあいり

ん地域に基盤を置くつきみそうの会では，居宅保護を受

けた単身高齢者自身たちがお互いの支え合いを育む活動

を行っており，あいりん地域に程近いところで事務所を

構えるさつきつつじの会も，ほぼ同様の活動内容を有し

ている。作業所も立ちあげ，２度と野宿に戻らないよう

当事者のエンパワーもめざしている。釜ヶ崎地域の高齢

者をささえる会では，サポーティブ・ハウスの経営者な

どを核に，福祉医療関係やボランティアが中心となって，

地域の高齢者，障害者の生活課題を検討している。そし

てこうした種々な活動のネットワークの結節点として，

月一度のオープンな定例会を持つ釜ヶ崎のまち再生フォ

ーラムが担っている。 

前者は，伝統的に労働運動への偏重，前面に出がちな

簡易宿舎の営利主義，行政機関の官僚的閉鎖主義という，

あいりん地域の三つ巴構造を解放した組織として，まち

づくり運動の観点からは先頭を走ることになる。後者は，

今まで敵対関係でしかなかった行政をあいりん地域でバ

ックアップ（時には要求示威行動も）する最初の NPO
として，前例をみない組織となる。今までは，寄せ場と

いう狭い共同空間であるにもかかわらず，労働者団体や

ボランティアたちと，簡宿などの業者団体や町内会組織

との距離は地球の裏側と同じくらい遠かったのである。

また，釜ヶ崎反失業連絡会の代表に加えて，あいりん地

域に関わりの深い福祉団体の長や町会の代表，野宿生活

者の人権問題に関心を寄せる研究者が，NPOという一つ
の組織に名を連ねたこと自体，一年前には誰も想像し得

なかったというような，まさに激動の 1999年であった。 
 

5．野宿生活者自立支援事業の実態とまちづくり 
5.1 支援事業の実態とまちづくりの第一歩 
 表 4-1からは，1990年代後半，1996年から 98年に運
動が先んじて，1999年に政策が後追いをし，不十分では
あるがその政策の結実が 2000 年以降に具体的な形にな
って続々と誕生してゆく，左上から右下への進行プロセ

スが見てとれる。あいりん地域だけをみても，図 4-1 の

ように，近年登場の新たな施設やサービスが集中立地し

ている。特に自立支援センターや，民間主導のサポーテ

ィブ・ハウスでの実践は，今後の野宿生活者の自立支援

の事業の根幹をなすだけでなく，それらが立地する地域

の今後のまちづくりにも大きな影響を与えることになる。 

いくつかのＮＰＯやボランティア団体がようやくまち

づくりに参画できる段階を迎えたが，まちづくり自体は

まだ緒についたばかりである。図 5-1 に当面の課題を列

挙したが，課題①のように，あいりん地域を今まで支え

てきた男性単身日雇労建設働者の新規流入の減少と高齢

化により，日雇建設労働者を中心とするまちそのものが

今後再生産されうるのかどうか，あるいは雇用形態の変

化，外国人労働者の流入，現代的不安定雇用層の増大な

どを背景にした，そうした受け皿へ変身するのか，ある
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5.2 まちづくりの課題と展望 いはグローバルな旅人のための空間とかストリート・マ

ーケットのような消費空間としての色合いを濃くしてゆ

くのか，あるいは福祉のまちとして貧困者を受け入れ，

そして生きがいを与え，この地でトランポリンのごとく

貧困者に活力を与えるような貧しい人に優しい空間へと

するのか，まちづくりの中期的な見通しを立てることは，

あいりん地域の今後を考える上でも根幹となろう。 

行政との相互連携という観点からが，サポーティブ･

ハウスや，居特保護のかかった高齢者の集まりやケアを

行うつきみそうの会やさつきつつじの会では，生活保護

の高齢者に既に関わっており，ケアスタッフを有するそ

の体制は，福祉事務所の業務の一部肩代わりでもある。

まちづくりという観点からこのサポーティブ・ハウスの

現状を紹介しておきたい。 現実のあいりん地域では，図 5-1 のように 7 つのサポ
ーティブ・ハウス，30棟を越えると言われる看板替えマ
ンション，居宅保護者の住む民間アパートの急増と，そ

こに見られる課題④，⑤，⑥から，この「最近のシステ

ム」では，福祉へのドライブが大きく働いている。前 2
施設だけで 4,000 室近い生活保護者用の居住空間が提供
され，生活保護というセイフティ・ネットにより，元野

宿生活者を中心にして，住民として地域に根づき，生活

と居住安定の基礎を得ている。この生活保護者の増加が，

表 2-1～2-3 に見られる西成区の近年の生活保護率の異

常な急増につながり，そして受給者の高齢化と，地区的

にも上記の住宅資源が集中する，萩之茶屋，山王，弘治，

今宮校区での日本平均の 15～19 倍という生活保護率の
急騰がある。西成区だけの実数で，広島市や北九州市を

上回り，川崎市や名古屋市に匹敵するような，尋常なら

ざる数の生活保護者を抱え，200 人近い福祉事務所のス
タッフで，ひとりで 400ものケース数を抱えていること
も事実なのである。今後も生活保護者が増加することが

システム的にも明らかになった現在において，市更相や

福祉事務所だけでなく，ＮＰＯなどとの相互連携をベー

スにした施策以外に道のないことも明白である。 

入居者の半数以上が，生活に満足しており（半数以上

は野宿経験者），簡宿時代と同じ広さの部屋の構造や設備

についても，広さは狭いと言うより普通であるという評

価が圧倒的で，相対的に満足している。部屋でごろごろ

したり，時々散歩に出る程度の生活スタイルからは，あ

まり多くのことをのぞんでいないが，老後に健康に不安

をもちながら，永住したいというのが 3分の 2に達して
いる。ボランティア活動や，サポーティブ・ハウス内や

地域の行事に積極的に参加する人も少なからず存在し，

何かボランティアして，世話になったことを返したいと

いうような意向が，地元の町内会でも認識されはじめ，

サポーティブ・ハウスを基盤とした町内会が誕生すると

いう画期的な出来事もまもなく実現する。初めてそうい

う空間と時間を得た，生活保護をもらってもプライドを

もって生きてゆけるまち，自尊というものがある程度保

証される，こうした空間の保証が，まちづくりにはきわ

めて大きな力となるはずである。同様なことは，単身高

齢者の当事者組織であるつきみそうの会やさつきつつじ

の会の活動にうかがえよう。こうした動きに西成の同和

地区で多く育ってきた，半福祉半就労型のさまざまな組
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図5-1　あいりん地域をモデルにした野宿生活者自立支援事業（ハード面を中心とした）の全体像と，今後のまちづくりの課題
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寄せ場に吸引される若年労働者が少なくなっている現状で，あいりん地域そのものの再生産も困難になることが予想される。男性単身日雇建設労働者
を居住民のマジョリティとして今後もこの地域の将来設計ができるのかどうかの中期的な見通しを早急に探る必要がある。

就労自立例においても，最低限の収入しか得ておらず，野宿に陥る危険性は高い。家賃補助や，雇用者への一定の雇用奨励金などの制度などで，単
身居住をバックアップするとともに，また老後の生活設計も視野に入れた近辺の社会資源の周知や利用の促進も必要とされる。

センターそのものの居住スペースの改善や在籍期間問題に加え，入所時のスクリーニングの適正化と，就労退所後のアフターフォロー，そして地域の福
祉資源としての位置づけをより明確にしてゆくことなどが求められる。また就労率アップのために公的就労の大幅な拡大が必要とされよう。

サポハウスでは，永住希望も高いが，より質の高い居住水準の提供，ケアサービスの維持が求められる。生保受給者のみという居住者の特質を積極的
に生かすために，地域住民としてコミュニティ活動を促進するような仕組みの開発が求められる。看板替えマンションのサービス強化は言うまでもない。

アルコールや精神障害，痴呆などの障害を抱えた人々の居所，生活拠点づくりも大きく要請される。また直接アパート自立ができないケースの生活指導
や就労指導の拠点としても位置づけられる。既存の住民参加型まちづくり運動や，地域福祉計画との連動で幅広いネットワーク構築も求められる。

居宅保護で最も数が増大している部分であり，ケアーやアフターフォローが十分ではない。就労生活指導や職業訓練なども含めた，生きがいづくりが肝
要である。また地域の社会資源の熟知や，生活拠点の形成，地域コミュニティでのさまざまなつながりを構築してゆく必要がある。
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織や仕掛けとも連携してゆくことが強く望まれる。 
一方，もうひとつのまちづくり基礎となる要の施設は，

自立支援センターである。西成区外に立地するセンター

分のデータであるが，図 5-1 にもあるように，就労自立

で民間アパート･マンション居住を脱野宿生活者のゴー

ルとする重要な役割を担っている。就労退所アパート自

立（その多くが木賃アパートであるが）した事例におい

て，就労継続が 6 割弱，居宅保護や施設に移行した事例
が 1割弱で，その他の 3割強は不明か再野宿という状況
である。アフターフォローの重要性は，この値に端的に

うかがえよう。就労退所時には，アパートへの敷金など

支払後の所持金の平均が 23 万円強，10 万円に満たない
事例は 4 割存在する。職種は，野宿直前職から大転換が
起こり（就労形態のミスマッチ），警備員，清掃員の 2
職種で全体の 4 割弱となり，製造業，調理と続き，建設
業は 1割に満たなくなる。農業への就労も 1割弱みられ
る。平均月収は 15万円強である。住む場所については，
センター徒歩圏内に 2割，自転車圏内で 1割弱，守口市
も含めた大阪市居住が半分強に下がる。かなりの退所者

が府内や他府県居住をすることになる。大阪市内で野宿

生活していた人の入所施設であることからも，就労退所

後に大きな居住地移動が起こっていることも判明する。 
住居条件の厳しいインナーシティでの脱野宿後生活に

おいて，グループホーム的にセンターの近辺で居住し就

労している事例に，よい結果が多く現れている。センタ

ー通所といったドロップ・イン・センターのような安心拠点と

するまちづくりが少しずつできつつある。しかし少なく

とも住居面の環境はきびしい。しかも，3 年時限施設で
あり，今後の存続のためにも，地元の了解がぜひとも必

要である。また，2 万円以下の木造アパート独居の現実
に対して，家賃補助といった住宅賃貸に関するインセン

ティブを高めるような，あるいは就労をなんとか果たし

た人の継続的雇用を可能にするような，経営者への失業

者雇用のインセンティブを増す仕組みが必要である。 
野宿生活者支援をベースにしたインナーシティのまち

づくりは，この大阪と東京の山谷で始まったばかりであ

り，また広範な NPO やボランティアを巻き込んだ，日
本では新しいまちづくりであることに間違いない。この

まちづくりにあたって，成功の鍵は NPO やボランティ
アの力量と事業蓄積，そして行政のイニシアティブと柔

軟性，そして資金である。前 2 者は，日本では決定的に
未成熟である。アメリカでは，住宅都市開発省がイニシ

アティブをとり，アウトリーチ，中間的支援住宅を

NPO・民間委託として，生活保護を「切り売り」しなが
ら，野宿生活者の経済的自活をはかる方式を取っている。

警察，カウンセラー，行政，NPOなど，地域の人々がみ
んなよってたかってアウトリーチをしている，地域を社

会が引き受け，かつ地域が支えてあなたがアパートに住ん

でもお付き合いするのはわれわれですよ，というシステムが貫

徹している。多くのチャネルからの資金調達をし，市民

が持てる多様性を最大限に駆使して，実践しながら社会

的公正を正しく問いただしてゆく，こうした取り組みの

姿勢は，断然アメリカで豊かである。そして老朽ホテル

を次から次へと買収して，小洒落た野宿生活者用の宿泊

施設に改造し，荒廃気味のインナーシティをジェントリフィケ

ーションするような，サンフランシスコやニューヨークのまちづく

りのダイナミズムには勢いがある。 
アジア先進資本主義国で，野宿生活者支援の拠点が，

まちづくりの拠点ともなっているのが，香港の事例であ

ろう。1960年代からの公営住宅政策とスクォッター政策
の長い伝統のもと，野宿生活者を含めた住宅困窮者への，

さまざまな中間的支援住宅が，NPOや NGOの経営のも
とに運営されている。特に 2001年 4月より開始された，
「路上生活者を支援するための 3ヵ年の行動計画」では，
アウトリーチから，ホステルの提供，就労支援のプログ

ラムが，ハード，ソフト面できっちりとセットされ，高

齢者や精神障害者の問題とも合体させて，そして都市再

生のプログラムのなかにも一部連動し，その政策効果の

検証まで行われている。これらの NPO，NGO の大部分
がキリスト教をバックにし，香港政庁時代のある程度の

民間への福祉サービスの委任の伝統が，こうした活発で

迅速な支援行動を生み出す素地となっている。 
同様のことは，韓国でもいえる。もともとキリスト教

系団体や NGO が，市民の住宅運動を支えてきている。
立ち退き反対運動キャンペーンをはったり，貧困者サイ

ドの政策遂行のための政府への圧力団体として活動して

いる団体もいくつかある中で，1997 年の IMF 危機で誘
発された野宿生活者の激増による危急の事態を，自治体

などと合同で，「希望の家」や「自由の家」を設置し，公

的就労や就業紹介の実施などにより，翌年にはその数を

大幅に減少させることに成功した。必ずしもまちづくり

と直結した事業ではなかったが，いずれにしても，これ

らの先例は，野宿生活者の支援という厳しい現実に顔を

向け，自ら取り組み実践し，そして学ぶことそのものが，

エンパワーメントに結びついている。あいりん地域のま

ちづくりは，その意味でも，多くの素材をわれわれに与

えてくれるし，そこから新たなまちづくりを，人づくり

を実践してゆかねばならない。 
 
注 1) 固有名詞以外の，あいりん地域，釜ヶ崎の呼称について 1971
年のあいりん体制の完成以後をあいりん地域と称し，それ以前

を釜ヶ崎と称して，原則として使い分けている。ただ歴史的に

微妙な時期は両地名を併記した。 
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